
1　重要な会計方針

平成２２年度から公益法人会計基準（平成２１年１０月１６日 公益認定等委員会）を適用している。

　　　　（1）有価証券の評価基準及び評価方法

　　　   満期保有目的の債券………償却原価法（定額法）によっている。

　　　   その他有価証券……………時価のあるものについては決算日の市場価格等に基づく時価法によっている。

　　　　（2）棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　   商  品………………………最終仕入原価法によっている。

　　　　（3）固定資産の減価償却の方法

　　　   有形固定資産………………法人税法の規定による定率法で実施している。

　　 　  リース資産 ………………… リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とする定額法で実施している。

　　　　（4）引当金の計上基準

　　　   退職給付引当金……………当期末の必要額を計上している。

　　　   賞与引当金…………………職員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額のうち当期に帰属

　　　 　 する額を計上している。

　　　　（5）リース取引の処理方法

　　　　 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

　　 　「リース取引に関する会計基準」及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　　　　（6）消費税の会計処理

　　　　　    消費税の会計処理は税込方式によっている。

2　会計方針の変更

3　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

基本財産

　 預　　金 0 0 0 0

　 投資有価証券 250,000,000 0 0 250,000,000

　　　　　　　小　　　計 250,000,000 0 0 250,000,000

特定資産

　 退職給付引当資産 339,488,142 18,034,341 43,441,954 314,080,529

　 研修基金積立資産 600,000,000 70,000,000 0 670,000,000

　 建設材料試験機器等整備資金 80,000,000 30,000,000 38,132,912 71,867,088

　 通常財産資産 1,000,000 0 0 1,000,000

　　　　　　　小　　　計 1,020,488,142 118,034,341 81,574,866 1,056,947,617

　　　　　　　合　　　計 1,270,488,142 118,034,341 81,574,866 1,306,947,617

財務諸表に対する注記

　　　　　ただし、平成10年4月1日以後に取得した建物（附属設備を除く）に

　　　　　ついては定額法を採用している。

　　　　　また、平成19年3月31日以前に取得したものについては、償却限度額まで

　　　　　償却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法を採用している。

　　　　　並びに、平成28年4月1日以降に取得した建物付属設備及び構築物に

　　　　　ついては定額法を採用している。

該当なし。



4　基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。 （単位：円）

科　　　目 当期末残高
（うち指定正味財産

からの充当額）
（うち一般正味財産

からの充当額）
（うち負債に
対応する額）

基本財産

　 投資有価証券 250,000,000 (4,000,000) (246,000,000) -

　　　　　　　小　　　計 250,000,000 (4,000,000) (246,000,000) -

特定資産

　 退職給付引当資産 314,080,529 (0) (0) (314,080,529)

　 研修基金積立資産 670,000,000 (0) (670,000,000) -

　 建設材料試験機器等整備資金 71,867,088 (0) (71,867,088) -

　 通常財産資産 1,000,000 (1,000,000) (0) -

　　　　　　　小　　　計 1,056,947,617 (1,000,000) (741,867,088) (314,080,529)

　　　　　　　合　　　計 1,306,947,617 (5,000,000) (987,867,088) (314,080,529)

5　担保に供している資産

該当なし。

6　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

科　　　目 取 得 価 格 減価償却累計額 当期末残高

　建　物 200,347,555 123,143,940 77,203,615

　建物付属設備 62,188,770 46,447,361 15,741,409

　構築物 14,443,153 14,202,644 240,509

　車輌、運搬具 3,993,000 532,400 3,460,600

　什器備品 93,438,390 53,652,501 39,785,889

　　　　　合　　　計 374,410,868 237,978,846 136,432,022

7　債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高

該当なし。

8　保証債務等の偶発債務

該当なし。



9　満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価及び評価損益

帳 簿 価 格 時     価 評 価 損 益

150,000,000 150,000,000 0

100,000,000 100,000,000 0

200,000,000 200,000,000 0

100,000,000 99,611,600 △ 388,400

200,000,000 182,700,000 △ 17,300,000

100,000,000 100,123,900 123,900

850,000,000 832,435,500 △ 17,564,500

10 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

該当なし。

11 基金及び代替基金の増減額及びその残高

該当なし。

12 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

該当なし。

13 関連当事者との取引の内容

該当なし。

14 重要な後発事象

該当なし。

15 金融商品の状況に関する事項

　　　　（1）金融商品に対する取組方針

　　当法人は、公益目的事業の財源の一定部分を運用益によって賄うため金融資産を取得するが、投機的な

　取引は行わない。

　　　　（2）金融商品の内容及びそのリスク

　　投資有価証券は債券及び証券投資信託であり、発行体の信用リスク、市場価格の変動リスク、償還価格変

　動リスク及び期限前償還リスクを含んでいる。

　　　　（3）金融商品に係るリスク管理体制

　　ⅰ）資産運用の規定に基づく取引

　　　　金融商品の取引は、当法人の資金運用規程に基づき行う。

　　ⅱ）信用リスクの管理体制

　　　　発行体の状況や市場の動向を定期的に把握するとともに、運用状況を理事会に報告する。

16 その他

該当なし。

科　　　目

合　　　計

基本財産　　　　　　　　期限前償還条項付固定利付債

研修基金積立資産　　期限前償還条項付固定利付債

研修基金積立資産　　元本確保型投資信託

研修基金積立資産　　期限前償還条項付固定利付債

基本財産　　　　　　　　期限前償還条項付固定利付債

退職給付引当資産　　期限前償還条項付固定利付債


